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	７　議　事
１．新任委員の紹介【資料４・５参考】
（委員長）

　今年度より新たに委員として２名の方にご就任いただきました。それぞれご挨拶をお願いします。

≪藤川委員・山口委員挨拶≫

（委員長）

　本委員会の名簿と今年度の開催日程につきましては、資料４と資料５に掲載しておりますので、後ほどご確認ください。
２．生活困窮者自立支援計画の進捗状況について【資料１】
（委員長）

　生活困窮者自立支援計画の進捗状況について、こちらは前回平成26年度第４回の本委員会において、委員から理事者の説明を要望した内容でありますので、本日理事者に出席をいただきました。

（事務局）

　《資料１により説明》

（委員）

　何名くらい相談員は何名体制でどのような方ですか。
（事務局）

　相談員は社会福祉士２名を常駐させています。１回で相談が終わる方もいますが、その後の進捗が気になる場合については、こちらから問い合わせもしています。

（委員）

　具体的なニーズを把握するためのアウトリーチはどのように進めていますか。委託した社会福祉士だけではアウトリーチは難しいと思います。

（事務局）

　現時点ではアウトリーチまでは難しく、調査予算についてもまだ検討状況にあります。

（副委員長）

　高齢者からの相談件数が多いということは、生活保護の中にも高齢者が多いということを示しています。20代から40代の相談者の中に、子どもがいる世帯がどれくらいあるのかは調査していますか。

（事務局）

　子どもがいる世帯の統計は作成しておりません。多くの世代に向けて相談の幅を広げていくことは重要な課題であると認識しており、市の教育施設に対しては比較的早く拡げていくことが可能ではないかと思います。

（委員）

　小中学校の不登校の事例や虐待の事例を把握して、アウトリーチをしていくことが大切なので、教育部門との連携を深めるべきです。

（委員長）

　委託先の相談員に任せきりになってはいけませんので、中野区や八王子市の事例を調査して、子どもの学習支援など、行政の支援の方向性について、次回以降ご報告をいただければと思います。

（委員）

　実際に不登校や虐待の事例を探し出すことにはかなりの困難を伴います。高齢者については、高齢者実態調査で各家庭を訪問しておりますが、引きこもりの把握は民生委員個人の能力によっても左右されてしまうというのが現状です。

（委員）

　地域福祉計画の中に生活困窮者計画を位置づけることが厚生労働省から通知されておりますので、次回の地域福祉計画の改定の際には十分留意する必要があります。
３．狛江市における地域包括ケアシステム推進のあり方について【資料２・３】
（委員長）

　地域包括ケアシステムについては、昨年度高齢小委員会が「高齢者保健福祉計画」の中でわかりやすくまとめておりますので、まずは資料２により地域包括ケアシステムがどのようなものなのかのイメージを全員で共有したいと思います。その後で市全体として地域包括ケアシステムをどのような方向に進めるべきかの議論をしたいと思います。

（事務局）

　《資料２・３により説明》

（委員長）
　５月24日に65歳以上の介護保険料の増額に関する報道がありましたが、介護保険制度が財政的に限界に来ているということが、地域包括ケアシステムの創設の背景にあります。このような財政状況の下で、効果的なケアシステムをどのように作っていくのかが課題となっており、重点的な論点整理と進行管理が求められています。
　荒川区では、2002年から介護予防に重点的に取り組んでおり、今回都内では唯一、介護保険料の引き下げをしました。また和光市では、要介護度１の者に焦点を絞り、要介護認定を10％以下に押さえ込むことができました。医療と介護の連携、介護予防施策、さらに住宅問題についても分析の対象とする必要があります。しかし狛江市では、低所得の高齢者に住宅を供給する施策については、データ整備を含めて十分なものとはなっておりいません。
　一方で医療と介護の連携は、高齢者保健福祉計画でも提案されておりますが、まだ市民福祉推進委員の中で十分な認識が形成されておらず、単に小委員会だけを作ってもまた縦割りの対応になってしまう可能性があります。

（委員）

　資料２の四角内にございます見守りネットワークは現状維持ということになるのでしょうか。

（委員）

　資料２の四角内は2025年の狛江市の姿であり、今後10年間をかけてこれを作っていくという意味です。

（委員長）

　いま切迫している問題として、平成29年度までに要支援１・２を介護保険から外して、これにどう対処していくのかがあり、介護保険推進協議会、高齢小委員会を含めて早急に議論を開始すべき状況にあります。

（委員）

　多摩地域の自治体の中では、稲城市、国立市が今年度から総合事業を開始しています。今夏あたりから高齢小委員会でも議論を始めて、可能であれば前倒しで事業を開始してもよいのではないかと思います。

（委員）

　包括ケアシステムの実現に向けて、医療との連携という大きな課題に取り組むため、市内では自主的にケアマネ連絡会を開催しています。働き手の問題は、特に人手がいないということを切実に考えなければいけないと思います。また医療との連携について、市民の中では、普段掛かっている先生のところにいけない時に来てもらうことができないかという要望がとても多くなっています。

（委員長）

　医療側の問題意識も伺いたいと思います。

（委員）

　日本は自由診療体制をとっているので、いわゆる掛りつけ医が少ないというのが現状です。ただし自分で長く診ている患者についてはよくわかるので、往診をしている医師もおりますが、公式に往診を受けるということになると、医師の高齢化の問題もあり実現は難しいと思います。
　特に高齢者の場合など、夜中に電話が入ることもあり、医者の使命感としてやらなければならないという考えはあるものの、往診をしない者と、できない者にわかれてしまいます。成城内科などでは、医師と看護師と事務がチームを作って往診対応するなど医療業界の中でも分担体制が始まっている状況が見られます。

（委員長）

　地域包括ケアシステムは、どこかに責任をかぶせて対応できるものではない。一つ一つ協力体制をつくっていかないと実現できないものです。

（委員）

　狛江共生の家では、当初医師に掛からない者が多く、医師の常駐をやめてしまった経緯がありますが、年々認知症などの問題もあり、また従来の掛かりつけ医にも通えなくなり、さらに家族も狛江にいないなどの対応が難しいケースが発生しました。そのため成城内科と契約して、有事の際には対応してもらえるようにしている方もいます。小回りのできる人員を確保していかないと地域包括ケアシステムの実現は難しいと思います。

（委員長）

　日本の自治体には地域医療に精通した者が少ないというのが特徴です。行政が三師会と直接議論をして、人材育成をしていかないと将来対応が難しくなります。

（事務局）

　地域包括ケアシステムの構築に当たっては、今年度地域包括センターの機能、体制整理をすることを目標としています。

（委員長）

　地域包括支援センターは、単純にケアプランを作ればよいという状況ではなくなっていますので、相談支援業務に特化していくべきです。

（委員）

　ケアマネ連絡会には大きな期待を持っています。地域包括支援センターとしても、居宅介護と連携することが多くなっています。社会福祉協議会は見守り活動の推進に重点を置いた小地域福祉活動を行っています。しかし既存の小地域を動かしている市民の高齢化と参加者の固定化により広がりがなかなか見えないということが課題となっています。市民同士の有償家事援助サービスも広がりつつありますが、支援員の高齢化が大きな障害となっています。

（委員長）

　地域福祉の担い手に対してどういうインセンティブを与えるかが重要であり、新たなシステムを作らないと啓発だけではカバーしきれません。ある程度のお金がないとボランティアもできません。配食、ごみ出しなど仕事はありますが、マッチングができていないのが現状です。

（委員）

　60代、70代で仕事はしたいが、現実には仕事がないということが多く、あっても力仕事しかない状況です。仕事はたくさんあるのにどうしてマッチングができないのか、高齢者は一日数時間でも仕事ができればよいと考えているので、マッチさせる仕組みが行政においても必要です。

（委員長）

　障害、子どもについての意見はどうでしょうか。

（委員）

　障害でも高齢者と同じく、医療との連携が必要です。障害でも成城内科と契約している方がいます。

　資料３で新設委員会の話しがありましたが、これは障害も含めて考えた方がよいと思います。また児童も含めて障害サービスの拠点が市内に点在していることも問題です。市の審議会の機能も重複するところがあるので、いったん整理をする必要があると思います。

（委員）

　多額の報酬を前提しなくても、協力してもらえる医師はたくさんおります。現状では医師会として斡旋はしておりませんが、有事の際に対応してもらうという契約は可能です。ただ最初の取っ掛かりがないとそうした関係づくりも難しいと思います。

（委員）

　高齢の患者よりも医師の方が高齢という場合もあり、先生がいなくなったらと考えると不安なこともあります。

（委員）

　保育園の職員にも高齢者がおり、パートで対応している人もいます。また障害児の園児に対して、対応する職員が少ない状況です。

（委員）

　働き手という点で考えると、非常勤は入れ替わりが激しく、その結果支援の保証がなくなってしまうという問題があります。児童発達支援センターの設立においても人の担い手は重要な問題です。

（副委員長）

　狛江市は虐待などの問題を抱えた子どもに対しても対応ができています。子育て中の市民に対する調査では、児童虐待を発見した場合の通報先として、児童相談所と同じくらい子ども家庭支援センターを挙げた人が多く、これは子ども家庭支援センターの実績の裏返しであるといえます。
　子どもの問題には専門性が求められます。乳幼児健診、母子保健、教育連携など、子どもは発達していくということを理解した専門スタッフが必要です。地域包括ケアシステムとの関連では、子育て世帯が介護を必要としている場合もあります。ある虐待の事例では、家族介護がストレスの原因になっていることもあり、介護の軽減が虐待の解決に結びついたということがありました。

（委員）

　高齢、介護における地域包括ケアシステムの2025年の姿についてよくわからない部分があります。狛江市の目指す地域包括ケアシステムの姿として、「地域で支えあう仕組み」とありますが、2025年の段階でどういったサービスが行われているのか、それを担う人間がどの程度いるのか、どういった施設があるのかなど市民共通の認識を持ちにくいという印象です。
　地域包括ケアシステムを構築するために、どの委員会がどのような役割を果たしていくのかきちんと位置づけないと本日の議論のテーマを理論的に説明できないと思います。
　また狛江市として、地域包括ケアシステムの実現を現状のようなバラバラの組織対応で本当に実現することができるのか疑問です。地域包括ケアシステムの推進役の責任者を選任して、自由に仕事ができるように環境整備をしないと広範囲に及ぶ仕事を進めていくことは難しいと思います。

（委員長）

　児童については、障害児の問題が顕在化しており、障害児の在宅保育の問題が重要となってきます。また住宅問題では、高齢者だけで住んでいてよいのか、小さい子どもが高齢者を知らないまま育つということでよいのかという問題があります。地域包括ケアシステムは、相当な推進体制を整備しない限り実現できません。従来の縦割り組織では、本日配布の資料には挙げられていなかった住宅問題などにも対処できません。この点は事務局でも十分検討をしてほしいと思います。この問題は、１回の会議では結論が出ないくらい幅の広い問題でありますので、ケアマネ、医師のフォーラムなど市民福祉推進委員会が中心になって市民の意見を広く聞きたいと思います。
（委員）

　誰が推進役になるのかと問われれば、それは市長、市議会になると思います。地域包括ケアシステムはまちづくりそのものです。住宅問題などは、福祉保健部の範囲を大きく超える問題です。ただし直接的に問題提起をするのは福祉保健部であり、市民議論を深めていくのはこの市民福祉推進委員会になると思います。

（委員長）

　2025年には在宅の時代になっていると考えられます。2025年に向けて共通の目標を打ち出すのがこの委員会の役割でありますので、次回以降市長にも本委員会に出席していただきたいと思います。
（委員）

　それはいい考えですね。ぜひご出席をいただき決意を伺いたいですね。
４．その他
（委員長）

　本日の会議では【資料４】以下は配布のみとなりますので、各委員におかれましては、後ほどご確認をいただくとともに、修正箇所がございます場合は、１週間を目途に事務局までご連絡いただきたいと思います。

　その他各委員から、何か議題はございますか。

（委員）
　元和泉の水道局用地を有効に使えないかと考えています。介護と医療の連携施設を誘致するなど何らかの活用はできないものだろうかといつも考えます。市役所で働く人にも夢を持てるような施策ができればよいと思います。

（委員長）

　日野市ではＵＲの土地に市が公募をしてＰＦＩ方式に基づく医療施設の誘致を進めています。

（委員長）

　他に、ご意見がないようでしたら、本日はこれにて閉会します。次回第２回の市民福祉推進委員会は、７月21日（火）午後６時30分～防災センター403会議室で開催をいたしたいと思います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）
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